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1.経営戦略策定の趣旨

　1）経営戦略の位置付け

団体名

事業名

策定日

計画期間

　経営戦略は、「新水道ビジョン（厚生労働省）」の基本理念を新しい時代の中に於いて実現させるための

計画であり、経営戦略を踏まえ、毎年度予算編成を行います。

　八千代町の水道事業は、昭和55年度に認可を取得し、昭和60年8月に一部給水を開始して以来、効率

的かつ計画的な事業執行による経営基盤の強化及び経営環境の変化に対応した事業の推進を図ってま

いりました。

　しかしながら、人口減少、普及率の頭打ち、節水型社会の到来により、今後大きな収入増は見込めない

なか、水道施設が一斉に更新を迎えますが、施設の更新・再構築事業に対する資金確保が困難となって

きています。それに加え、頻発する地震等、自然災害への対応が急務となっています。

　このような環境のなか八千代町水道事業は、平成22年度には「八千代町水道ビジョン」を策定し、実行す

ることで、安定的な経営を行ってまいりました。今後も、将来の人口減少の見通しや施設の更新投資増大

を見据え、引き続き計画的な経営を行っていく必要があります。

　そこで、町の「総合計画」や「公共施設等総合管理計画」を上位計画としながら、八千代町水道事業の経

営の基本計画となる「経営戦略」を策定しました。

　経営戦略は、経営状況等の現状や将来の見通しを踏まえた上で、施設や設備に関する投資 とその財源

見通しを試算した後、投資以外の経費も含め収入と支出を均衡させた投資・財政計画を策定し、計画的に

経営に取り組むことで、将来にわたって安定的に事業を継続していくことを目的とした中長期的な経営の

基本計画です。

経営戦略の位置付け
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2.国の施策と八千代町水道事業の取組

　総務省からは、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け）において経

営戦略の策定が要請されています。

その他の国等の施策を受けた本町水道事業の取組は以下のとおりです。

 

八千代町水道事業の取組 国等の施策 

平成 16 年 6 ⽉ 

⽔道ビジョンの策定・推進（厚⽣労働省） 

平成 20 年 7 ⽉ 

⽔道ビジョンの改訂・推進（厚⽣労働省） 

平成 25 年 3 ⽉ 

新⽔道ビジョンの策定・推進（厚⽣労働省） 

平成 26 年 8 ⽉ 

経営戦略の策定要請（総務省） 

（「公営企業の経営に当たっての 

留意事項について」（総務省通知）） 

平成 27 年 3 ⽉ 

インフラの⻑寿命化に向けた取組を推奨 

（厚⽣労働省） 
八千代町⽔道事業経営戦略 

（令和元年度） 

八千代町⽔道ビジョン 

（平成23年3⽉） 

八千代町⽔道ビジョン 改訂版 

（令和2年度予定) 
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3.事業概要

（1）事業の現況

①給水（H30.3月末現在）

②施設（H30.3月末現在）

水源 □表流水 □ダム □伏流水 ■地下水 ■受水 □その他

浄水場設置数 1

配水池設置数 2

ⅰ施設概要

0.281千ｍ
3
/ha

施設数 配水管管路延長 243.0千ｍ

施設能力 6,800m3/日 施設利用率

法適（全部・財務）・非適の
区分

法適（全部）
現在給水人口 21,692人

有収水量密度

67%

認可年月日 昭和56年3月31日 計画給水人口 25,700人

　八千代町水道事業の沿革は、下記に示す通りです。

　昭和56年3月に事業認可を受け、昭和60年8月に一部給水開始して以来今日に至っています。平成30

（2018）年度末における給水人口は21,692人、一日最大給水量は5,330㎥/日です。

事業名 事業年月日 計画給水区域
計画一日最大給水

量
(ｍ3/日）

計画給水
人口
（人）

創設 昭和56年3月31日 25,700 6,800 八千代町全域

　八千代町水道事業は、自己水源として深井戸4本から取水する地下水5,100/日㎥（暫定取水量1,700㎥/

日を含む）と県西広域用水供給事業から受水1,700㎥/日を水源としています。

 水道施設は場外に取水場3箇所、浄配水場1箇所（取水井1箇所含む）です。
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備考

2号取水場 取水井・流量計室 1983 昭和58年度

〃 電気室 1983 昭和58年度

3号取水場 取水井・流量計室 1985 昭和60年度

〃 電気室 1985 昭和60年度

4号取水場 取水井・流量計室 1987 昭和62年度

〃 電気室 1987 昭和62年度

1号取水場・
浄配水場

取水井・流量計室 1982 昭和57年度

〃 着水井・混和池・量水井 1982 昭和57年度

〃 1系沈澱池 1982 昭和57年度

〃 2系沈澱池 1983 昭和58年度

〃 急速ろ過機　№1 1983 昭和58年度

〃 急速ろ過機　№2 1983 昭和58年度

〃 急速ろ過機　№3 1985 昭和60年度

〃 急速ろ過機　№4 1985 昭和60年度

〃 排水・排泥池 1982 昭和57年度

〃 №1配水池 1982 昭和57年度

〃 機械室 1983 昭和58年度

〃 管理棟 1984 昭和59年度

〃 №2配水池 2000 平成12年度

〃 ポンプ室・電気室 2000 平成12年度

〃 配水流量計室 2000 平成12年度

施　設　名　等

施設名 建設年度
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ⅱ管路

①布設延長割合

導水管

・管延長

・管種別延長

　導水管の総延長Ｌ＝5,313ｍ≒5,300ｍ布設してあります。

　管種別は、割合が多い方から塩化ビニール管（ＲＲ形）・ダクタイル鋳鉄管（Ａ・Ｔ形）・鋼管（塗覆装鋼管・

塩ビライニング鋼管）となっております。

ダクタイル鋳鉄管 745m 14％

鋼管 166m 3％

塩化ビニール管 4,402m 83％

φ200 298m 6％

φ150 5,015m 94％
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配水管

・管延長

・管種別延長

　管種別は、割合が多い方から塩化ビニール管（ＲＲ形）・ダクタイル鋳鉄管（Ａ・Ｔ形）・鋼管（塗覆装鋼管・

塩ビライニング鋼管）・ポリエチレン管などとなっております。

　配水管の総延長Ｌ＝242,765ｍ≒243，000ｍ布設してあります。

φ100 53,169m 22％

φ400 365m 0.2％

φ300 4,460m 2％

φ350 4,079m 2％

φ250 7,135m 3％

φ200 10,401m 4％

φ150 30,049m 12％

φ75 98,411m 41％

φ50 34,696m 14％

鋼管 2,431m 1％

ダクタイル鋳鉄管 64,671m 27％

ポリエチレン管 1,414m 0.6％

石綿セメント管 4m 0.001％

塩化ビニール管 174,245m 72％
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ⅲ料金

◆料金体系の概要

◆料金改定最終年月日（消費税のみの改定は含まない）

平成9年4月1日

水道料金表（税抜き）

加入金（消費税抜き）

口径

13ｍｍ

20ｍｍ

25ｍｍ

40ｍｍ

50ｍｍ

75ｍｍ

口径変更（消費税抜き）

口径

13ｍｍ⇒20ｍｍ

20ｍｍ⇒25ｍｍ

25ｍｍ⇒40ｍｍ

40ｍｍ⇒50ｍｍ

50ｍｍ⇒75ｍｍ

水道料金（消費税抜き）

金額（円）

13ｍｍ 10 m3 1,750

20ｍｍ 10 m3 2,250

25ｍｍ 10 m3 2,800

40ｍｍ 10 m3 4,400

50ｍｍ 10 m3 8,100

75ｍｍ 10 m
3 19,000

50,000

増径の場合加入金
の差額が必要

100,000

300,000

400,000

1,000,000

250円

単位：円

給水管の口径
基本料金 従量料金

水量 （1立方メートルにつき）

口径変更金 備考

600,000 〃

1,000,000 〃

2,000,000 〃

単位：円

200,000 〃

300,000 業務用

　水道料金は、水道法・地方公営企業法で原価主義を採るよう規定され、事業に必要な経費は水道料金

収入をもって充てるという独立採算性を基本に経営を行うことが求められています。

　本町では、基本料金・従量料金・メーター使用料からなる料金体系を採用し、従量料金については、使

用量に応じて負担していただく逓増性の段階式従量制を採用しています。

150,000 一般家庭用

単位：円

加入金 備考
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メーター使用量（消費税抜き）

口径

13ｍｍ

20ｍｍ

25ｍｍ

40ｍｍ

50ｍｍ

75ｍｍ

ⅳ組織

◆概要

　上下水道課長の下、業務行う職員として4人配置しています。

職員数は、現在上下水道課上水道係職員4名で構成されています。

◆組織図

平成31年4月1日現在の八千代町水道事業の組織構成は下図に示す通りであります。

【1人】 【1人】

◆年齢構成

人員 平均年齢
課長 1 58

係長 1 41

業務係 1 20

施設係 1 39

計 4 39.5

（2）経営分析表を活用した状況分析

総務省様式による「経営比較分析（平成30年度決算）分析結果は別紙の通りです。

　上下水道課上水道係では、少人数のため水道事業で必要な業務（財政計画や資金計画の策定、予算

編成とその執行及び決算・事業計画の策定や認可、水道施設の維持管理や水道の水質管理）など必要に

応じ業務を行っています。その他業務については事務分掌に基づき業務を行っています。

200

210

400

単位：円

加入金 備考

100

項目
平成31年度

950

2,600

産業建設部長
上下水道

課長
主査兼水
道係長

業務・施設

【2人】
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4.将来の事業環境

（1）給水人口の予測

（2）給水量の予測

（3）料金収入の見通し

　八千代町水道事業での人口予測は、国立社会保障・人口問題研究所が推計した値に基づき策定しました。本

経営戦略における給水人口の予測は、その値に給水普及率を乗じて算出しました。

　給水普及率は、近年の実績（98～99％）ではほぼ100%に近くなっており、本経営戦略においては、将来永続的

に99%で推移するものと仮定しました。

　推計において、給水人口は減少傾向が続き、令和11（2029）年度には18,784人となります。

　有収水量について、生活用、業務・営業用、工場用、その他の用途別に分けて推計した後、その合算で推計

しています。

　推計において、今後は給水人口の減少や節水機器の普及に伴いながらも、生活用原単位の微増と工業団地

の計画が有ることから微増するものと推計しました。

　料金収入（給水収益）は、有収水量の増減に比例すると仮定し、有収水量×供給単価にて推計しています。

そのため料金収入（給水収益）の見通しについては、微増傾向が続きます。
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（４）施設の見通し

◆施設全体について

≪対象施設：取水施設・導水施設・浄水施設・配水施設・配水管≫

■将来の更新事業について

◆耐震化について

●【構築物】について

●【機械及び装置】について

●管路について

　今後は前項で示した通り全体的に耐震管路に更新する予定です。

　機械・電気設備については、今後機器等の耐震診断を行い、耐震対策を行う予定です。

　過去の実績では、昭和56(1981)年度～平成元(1989)年度に整備が集中しているため、更新時には人口

減による給水区域の見直しや更新整備費の圧縮を検討しつつ更新整備の平準化を図る必要があります。

　主要構造物については、現在耐震詳細診断を行っています。その結果次第では耐震補強工事耐震補

強工事を行う予定です。

　施設全体の整備状況は、施設の大半は、創設時の昭和56（1981）年度～平成元（1989）年度に整備され

現在稼働中でありますが、整備されてから約40年が経過し、今後施設全体の大量更新期になりますので、

計画的な更新をしなければなりません。

　今後の更新事業は、町の上位計画「八千代町公共施設等総合管理計画」と整合性を図り、水道施設全

体の更新を行う予定です。

　この計画では、【強靭】な水道を目指し「構築物」の耐震化に加え「重要給水施設管路」の耐震化を行う予

定です。
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（５）組織の見通し

◆現状について

茨城県の上水道における職員数

平成29年度　茨城県の水道より

事業主体（団体）

43

　○本町における職員の実績は、

　　・本町給水人口25,700（人）

　　・本町職員数4（人）

　上記より職員数を算定すると　6.6（人）となり、本町の場合やや下回っています。

3,019,739 774 3,901

　以上の結果より本町水道課の人員は県全体と比較して小数の人員で構成されております。利用者に不

便をもたらさないようにするため、業務、財政のバランスをとりながら適正人員を検討していきます。

給水人口（人） 事業主体の職員数（人） 職員一人当たりの給水人口（人）
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５．経営の基本方針

水道の理想像については、下図に示す通りであります。

別紙略図を添付

　本町水道事業は、厚生労働省が示す「新水道ビジョン」による水道の理想像に基づき施策の推進を図って

いきます。
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６．投資・財政計画（収支計画）

（1）投資・財政計画（収支計画）

【投資・財政計画（収支計画）】は別紙の通りです。

（2）投資・財政計画（収支計画）の策定内容の説明

ⅰ収支計画のうち投資についての説明

①目標

当面の目標は「茨城県の水道」に示す実績を目標にします。

②説明

ⅱ収支計画の財源についての説明

①目標

②説明

・給水収益

　収入と支出を均衡（毎期純利益を確保）させた投資・財政計画を策定しました。

　計画の内容は、これまでの3条予算（収益的収支）主体の予算内容に加え、この計画では4条予算（資本

的収支）で法定耐用年数が過ぎた【機械及び装置】の更新・【構築物（構造物・管路）】の耐震化事業を加え

ました。また、4条予算（資本的収支）で発生する資金不足金額については、これまで同様補填財源で補填

します。

　新たに加わる事業の財源については、補助金（交付金）及び企業債等で賄います。

　このことにより、財源との均衡を図った、計画的で確実な施設更新等を進めることができます。

したがって、計画期間内の毎期純利益が確保できていることから、料金値上げは発生しません。

　この計画のなかでは、配水施設（№1配水池）の耐震化を実施します。また、基幹管路として「重要給水施

設管路」を設定し、管路を更新していきます。また、防災・安全対策としても老朽管の更新と管路の耐震化

に注力するため、水道施設⻑寿命化計画などを策定し、管路の更新率や耐震管率の目標値の達成も目指

します。

• 毎期、純利益を確保します。

• 企業債の発行に伴う将来への負担や、支払利息の発生による財政負担を、できる限り抑制します。

　給水収益（料金収入）は、有収水量の増減に⽐例すると仮定し、年間総有収水量×供給単価にて推計し

ました。

　供給単価は、過去の実績から平成30年度の平均値で推計したところ、毎期、純利益が確保できる見込み

であることから、計画期間内の水道料⾦の改定は有りません。（将来、純利益が確保できなくなった場合

は、水道料⾦の改定や料⾦体系のあり方の検討が必要と考えます。）。
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・企業債

ⅲ収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・人件費

　過去4年間（平成28〜31年度）の平均値相当額を横ばいで算定しています。

・動力費

・維持修繕費

　過去4年間（平成28〜31年度）の平均値相当額を横ばいで算定しています。

・薬品費

・支払利息

・減価償却費

・受水費

・その他

　過去4年間（平成28〜31年度）の平均値相当額を横ばいで算定しています。

・企業債償還金

　平成30年度実績をもとに、計画期間の年間配水量を考慮して算定しています。

　適正な耐震化・老朽化施設の更新のための投資の増加に伴い、建設改良費の財源として、令和9（2027）

年度より、新たな企業債を発行します。

　将来への負担をできる限り抑えるため、発行額を財源確保に最低限必要な額に抑えます。また、新たな

企業債の償還方法は、支払利息額を抑えるため、元金均等償還とします。なお、企業債の残高の上限は、

給水収益の３倍程度（平成28年度の企業債残高対給水収益比率のＨ28全国中央値309.9％（水道技術研

究センター）を参考）と考えています。

　各費用は、下記のとおり将来の発生額を見積もっています。下記以外の費用は、基本的な考えとして、過

去3年間（各費用は、下記のとおり将来の発生額を⾒積もっています。下記以外の費用は、過去3年間（平

成29〜30年度）の平均値で見込んでいます。）の平均値を基に算定しています。

　平成30年度実績をもとに、計画期間の年間配水量を考慮して算定しています。

　過去に借り入れた支払利息と新規に借入する支払い利息の合計で算定しています。

　過去の償却金額と新規に発生する償却金額の合計で算定しています。

　令和元年度予算書内容をもとに、算定しています。

　過去に借り入れた償還金と新規に借入する償還金の合計で算定しますが、今回の借入は令和9（2027）

年度になるため今回の計画では、過去借分のみになります。
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（3）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後の検討予定の取組の概要

ⅰ投資についての検討状況等

①水道広域化の検討

ⅱ投資以外の経費についての検討状況等

①官民連携の検討

　厚生労働省の新水道ビジョンや水道事業基盤強化方策検討会、総務省による通知等では、水道事業の

広域化を含む基盤強化に向けた取組方針が示されています。

引き続き、施設の統廃合等を含む茨城県主導の広域化に向けた検討会に参加していきます。

　限られた職員数で今後の施設の老朽化に伴う大量更新事務に対応するため、将来的な工事施工におけ

る官民連携についての可能性を模索していきます。
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７．経営戦略の事後検証、更新に関する事項

ⅰ計画期間

令和2（2020）年度～令和11（2029）年度までの10年間とします。

ⅱ事後検証、更新について

投資・財政計画（収支計画）

当初計画期間

令和6

見直作業

次期計画期間

令和12～令和22

　計画と実態を定期的（5年毎）に検証し、適宜更新していくとともに、更新後の計画期間も10年間を維持す

る計画とします。また、経営状況やこの計画の点検・見直しについては、水道審議会に報告するほか、町の

ホームページなどに公表します。更に、水道事業のサービス向上のために、町民や事業者の皆さまから意

見を募り、経営戦略や今後の事業運営に広く反映出来る仕組みを検討します。

計画更新イメージ

令和2～令和11

10年間

10年間
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